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三訂版 （H25度～H30度当初） 改革プログラム２０１６（平成28年度～平成31年度）

１　効果的かつ効率的な行政運営の確立に向けて １　効果的かつ効率的な行政運営の確立に向けて 変更要素

アウトソーシングの推進 １　指定管理者制度の導入拡大 アウトソーシングの推進 １　指定管理者制度の導入拡大

カムイスキーリンクスへの指定管理者制度の導入 完了

市民文化会館（公会堂を含む。）への指定管理者制度の導入 継続 市民文化会館・公会堂への指定管理者制度の導入 名称変更

大雪クリスタルホールへの指定管理者制度の導入 継続 大雪クリスタルホールへの指定管理者制度の導入

井上靖記念館への指定管理者制度の導入 完了

公民館への指定管理者制度の導入拡大 継続 公民館への指定管理者制度の導入拡大

新 いきいきセンター神楽への指定管理者制度の導入

その他施設への指定管理者制度の導入拡大 継続 その他施設への指定管理者制度の導入拡大

２　業務委託の拡大 ２　業務委託の拡大

市立保育所給食調理業務の委託 その他

市営住宅における効率的な管理運営手法の検討 継続 市営住宅における管理運営手法の見直し 名称変更

新 市民課窓口業務の委託

新 障害支援区分認定調査の一部委託

その他業務委託の拡大 継続 その他業務委託の拡大

３　施設の民営化

北星保育所の移譲 完了

電子市役所への取組推進 ４　インターネットを利用した手続の拡大 ICT利活用による業務改善 ３　インターネットを利用した手続の拡大

電子申請の利用拡大 継続 電子申請の利用拡大

施設予約システムの利用拡大 継続 施設予約システムの利用拡大

５　ＩＣＴ利活用による業務改善 ４　ＩＣＴ利活用による業務改善

出退勤管理業務等の効率化 継続 出退勤管理業務等の効率化

文書事務の電子化の検討 継続 文書事務等の電子化 名称変更

新 個人番号カードの独自利用の実施

６　システム，機器等の最適化 ５　システム，機器等の最適化

ＯＡ機器等の整備手法の見直し 継続 ＯＡ機器等の整備手法の見直し

基幹系業務システムの在り方の検討 継続 基幹系業務システムの最適化 名称変更

施設等の見直し ８　児童福祉施設等の見直し 施設等の見直し ６　児童福祉施設等の見直し

愛育センターの見直し 継続 愛育センターの見直し

こども通園センターの在り方の検討 完了予定

児童館の機能の充実 完了予定

へき地・季節保育所の設置の見直し 継続 へき地・季節保育所の設置の見直し

通年制保育園の見直し 変更 変 通年制保育園の認定こども園への移行

７　社会教育施設の見直し ７　社会教育施設の見直し

春日青少年の家の在り方の検討 継続 春日青少年の家の在り方の見直し 名称変更

彫刻美術館の運営体制の見直しの検討 継続 彫刻美術館の運営体制の見直し 名称変更

図書館の運営体制の見直しの検討 継続 図書館の運営体制の見直し 名称変更

６　試験研究機関の見直し ８　試験研究機関の見直し

工芸センターの在り方の検討 変更 変 工芸センターの役割と支援内容の見直し

工業技術センターの在り方の検討 変更 変 工業技術センターの役割と支援内容の見直し

農業センター市民体験農園の在り方の検討 継続 農業センター市民体験農園の在り方の検討

９　その他施設の配置見直しの検討 ９　その他施設の配置見直しの検討

消防庁舎の配置見直しの検討 継続 消防庁舎の配置見直し 名称変更

小中学校の次期適正配置計画の策定 完了予定

行政サービスの充実 １０　窓口業務等の改善 行政サービスの質の向上 １０　窓口業務等の改善

業務案内の機能強化 継続 業務案内の機能強化

多様な納付方法の導入検討 継続 多様な納付方法の導入 名称変更

新 電子マネー利用環境の整備

証明書のコンビニ交付の導入 継続 証明書のコンビニ交付の導入

動物愛護センター保護動物の休日見学対応の拡大 継続 動物愛護センター保護動物の休日見学対応の拡大

１１　地方分権改革の推進

地方分権改革の推進に係る取組の実施 変更

１２　消防体制の強化

消防の広域化の推進 完了

第三セクター等の見直し １３　㈱旭川振興公社に係る取組
第三セクター等関係団体と
の関与の見直し

１１　㈱旭川振興公社に係る取組

常勤役員への市退職者派遣の見直し 継続 常勤役員への市退職者派遣の見直し

三訂版と改革プログラム２０１６項目案との比較表 資料３
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借入金の計画的削減 統合 変 産業団地の計画的推進

土地売却の促進 統合

１４　㈱旭川保健医療情報センターに係る取組 １２　㈱旭川保健医療情報センターに係る取組

経営基盤の強化 継続 経営基盤の強化

常勤役員への市退職者派遣の見直し 統合 常勤役員への市退職者派遣の見直し

１５　旭川空港ビル㈱に係る取組 １３　旭川空港ビル㈱に係る取組

常勤役員への市退職者派遣の見直し 継続 常勤役員への市退職者派遣の見直し

１６　（一財）旭川市勤労者共済センターに係る取組 １４　（一財）旭川市勤労者共済センターに係る取組

安定的な経営の維持に向けた支援 継続 安定的な経営の維持に向けた支援

１７　（一財）旭川産業創造プラザに係る取組 １５　（一財）旭川産業創造プラザに係る取組

補助金の見直し 継続 変 安定的な経営の維持に向けた支援

１８　（一財）道北地域旭川地場産業振興センターに係る取組 １６　（一財）道北地域旭川地場産業振興センターに係る取組

常勤役員への市退職者派遣の見直しの検討 継続 常勤役員への市退職者派遣の見直し 名称変更

補助金の見直し 統合 補助金の見直し

１９　（公財）旭川市公園緑地協会に係る取組 １７　（公財）旭川市公園緑地協会に係る取組

常勤役員への市退職者派遣の見直し 継続 常勤役員への市退職者派遣の見直し

指定管理者制度の公募制拡大に向けた取組 統合 指定管理者制度の公募制拡大に向けた取組

２０　（一財）旭川市水道協会に係る取組 １８　（一財）旭川市水道協会に係る取組

常勤役員への市退職者派遣の見直し 継続 常勤役員への市退職者派遣の見直し

２１　（公財）旭川市体育協会に係る取組 １９　（公財）旭川市体育協会に係る取組

組織体制の強化 継続 組織体制の強化

総合体育館指定管理者の公募制導入の検討 統合 総合体育館指定管理者の公募制導入の検討

２０　関与の在り方の見直し

新 関与の在り方の見直し

２２　第三セクター等の評価の実施 ２１　第三セクター等の評価の実施

外部委員を活用した第三セクター等評価の実施 継続 第三セクター等の評価の実施

２２　第三セクター等以外の出資の整理

新 第三セクター等以外の出資の整理

行政評価機能の充実 ２３　行政評価制度等の見直し

新 政策評価及び行政評価制度の見直し

その他事務事業の見直し ２４　施設等の保全の推進 事業等の見直し ２４　施設等の最適配置の推進

施設マネジメントの推進 変更 変 施設マネジメントの推進（公共施設等総合管理計画）

市有施設の長期保全計画の策定 完了

橋梁長寿命化計画の策定 完了

道路アセットマネジメントの導入 継続 道路アセットマネジメントの導入

新 固定資産台帳の整備

２３　契約手法の見直し ２５　契約手法の見直し

総合評価方式一般競争入札の拡大 統合 変 工事契約入札手続の見直し

電子入札の導入 変更

２６　指定管理者制度運用の見直し

新 指定管理者制度運用ガイドライン等の見直し

２７　事務の効率化の推進

新 業務効率の改善のための内部規定の見直し

新 番号法による事務事業フローの見直し

２５　その他事業の見直し ２８　その他事業等の見直し

職員提案制度の見直し 変更 変 職員業務改善推進制度試行後の見直し

勤労青少年ホームの見直し 完了

ふれあい収集実施体制の見直し 完了

除雪・道路維持管理委託の見直し 継続 除雪・道路維持管理委託の見直し

学校給食の提供の在り方の検討 完了予定

新 合葬式施設を含めた市営墓地等の管理方法の見直し

新 基金の効果的な運用

借地の見直し

新 その他事業等の見直し

２　持続可能な財政運営の確立に向けて ２　持続可能な財政運営の確立に向けて

自主財源の確保 市税等の収納率の向上 ２９　債権管理体制の見直し

新 庁内の統一的な債権管理の見直し

新 債権回収業務委託化
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２６　収納率の向上 ３０　収納率の向上

新 収納率の向上（市税）

新 収納率の向上（保育料）

新 収納率の向上（住宅使用料）

新 収納率の向上（その他）

特別徴収事業所の拡大 継続 特別徴収事業所の拡大

口座振替の推進 継続 口座振替の推進

納入指導，滞納整理の強化 継続 納入指導，滞納整理の強化

受益者負担の見直し ３１　使用料，手数料等の見直し 受益者負担の適正化 ３１　使用料，手数料等の見直し

受益と負担の適正化に向けた取組指針に基づく使用料，手数
料の見直し

継続
受益と負担の適正化に向けた取組指針に基づく使用料，手数
料の見直し

介護保険事業所指定・更新事務に係る手数料の新設 完了

保育料の改定 継続 保育料の改定

留守家庭児童会の運営負担金の見直し 継続 留守家庭児童会の運営負担金の見直し

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録事務に係る手数料の
新設

完了

予防事務手数料等の見直し 継続 予防事務手数料等の見直し

上下水道料金の減免の見直し 変更 変 上下水道料金の料金体系の見直し

３２　施設利用の有償化 ３２　施設利用の有償化

職員用駐車スペースの有償化 継続 職員用駐車スペースの有償化

来庁者用駐車場の管理方法等の見直し 継続 来庁者用駐車場の管理方法等の見直し

市営住宅駐車場の有料化推進 継続 市営住宅駐車場の有料化推進

２７　多様な収入確保策の推進 その他収入の確保 ３３　多様な収入確保の推進

効率的な公金運用の検討 継続 効率的な公金の運用

ふるさと納税の寄附方法の拡充 変更 変 ふるさと納税の推進

売電収入増加の取組 継続 売電収入増加の取組

廃棄物資源化の促進 継続 廃棄物資源化の推進 名称変更

ホームページ，各種封筒等への広告掲出 継続 ホームページ，各種封筒等への広告掲出

新 ネーミングライツの導入

新 その他の収入確保

２８　公有財産の売却等の促進 ３４　公有財産の売却等の促進

公有財産の売却及び有償貸付の促進 継続 公有財産の売却及び有償貸付の促進

駅周辺開発事業用地の計画的売却 継続 駅周辺開発事業用地の計画的売却

２９　借地の見直し

借地の見直し 継続

職員体制，給与等の見直し ３５　職員体制の見直し

職員の適正配置の推進

再任用制度の活用

臨時・嘱託職員の適正な配置 名称変更

３６　給与，諸手当等の見直し

給与制度の見直し

時間外勤務の管理の適正化

事務事業の抜本的な見直し ３７　事務事業経費の見直し

新 経常費全般の削減

新 臨時事業費の削減

各種助成制度の見直し ３０　補助金の見直し ３８　各種助成制度の見直し

補助金交付基準に基づく補助金等の見直し 変更 変 補助金交付基準に基づく補助金等の抜本的な見直し

市民委員会活動補助金の見直しの検討 継続 市民委員会活動補助金の見直し 名称変更

旭川市社会福祉協議会運営費補助金の見直し 継続 旭川市社会福祉協議会運営費補助金の見直し

高齢者福祉施設整備費助成金の見直し 完了

老人クラブ及び高齢者いこいの家運営費補助金の見直し 継続 老人クラブ及び高齢者いこいの家運営費補助金の見直し

私立認可保育所建設補助金の見直し 完了

公共事業費等の抑制 ３９　公共事業費等の抑制

新 公共事業費（一般財源ベース）等の抑制

市債発行の抑制，公債費の
平準化

４０　市債発行の抑制

新 市債発行の抑制

４１　公債費（利子）の軽減

新 長期債利子の軽減

新 一時借入金利子の軽減

特別会計繰出金の抑制 ４２　繰出金の抑制
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新 繰出金全体の抑制

水道・下水道事業会計への繰出金の抑制 名称変更

公営企業等の経営の健全化 ３３　経営計画の策定

上下水道事業に係る次期財政計画の策定 継続

病院事業に係る次期経営計画の策定 継続

３４　体制の見直し

水道局の組織体制の見直し 継続

医療体制の充実 継続

３５　繰出金の抑制

企業会計への繰出金の抑制 継続

３６　その他事務改善等

浄水場の運転管理業務の委託 継続

医療情報システムの充実 完了

病診連携の推進 継続

公営企業の経営の健全化 ４３　病院事業の経営の健全化

新 単年度資金収支の黒字化

病院事業に係る次期経営計画の策定

医療体制の充実

新 病院専門事務職の採用

病診連携の推進

新 その他経営改善の取組

４４　上下水道事業の経営の健全化

上下水道事業に係る次期財政計画の策定

水道局の組織体制の見直し

新 簡易水道事業への地方公営企業法の適用

浄水場の運転管理業務の委託

３　市民主体のまちづくりの推進に向けて ３　市民主体のまちづくりの推進に向けて

協働の推進 ３７　協働のまちづくりの推進 協働の推進 ４５　協働のまちづくりの推進

支所機能等の強化 継続 支所機能等の強化

住民自治に関する体制等の見直し及び強化 継続 住民自治に関する体制等の見直し及び強化

パークゴルフ場の協働管理の拡大 継続 パークゴルフ場の協働管理の拡大

協働による除雪の推進 継続 協働による除雪の推進

３８　外郭団体の自立化促進 ４６　外郭団体の自立化促進

新 外郭団体と市との関わり方の抜本的な見直し

市民委員会連絡協議会の事務局体制の見直し 継続 市民委員会連絡協議会の事務局体制の見直し

老人クラブ連合会の事務局体制の見直し 継続 老人クラブ連合会の事務局体制の見直し

３９　協働意識の向上 ４７　協働意識の向上

市民に向けた協働に関する情報提供の促進 継続 市民に向けた協働に関する情報提供の促進

協働事業の普及促進 継続 協働事業の普及促進

市民主体のまちづくりの環
境整備

４０　まちづくり基本条例の策定
市民主体のまちづくりの環
境整備

まちづくり基本条例の策定 完了

４１　地域コミュニティ施設の整備 ４８　地域コミュニティ施設の整備

住民センター・地区センターの機能の充実 継続 住民センター・地区センターの機能の充実

東部まちづくりセンター（仮称）の開設 完了予定

新 緑が丘地域複合コミュニティ施設（仮称）の新設

新 まちづくり拠点施設の整理・再配置

４２　情報共有と市民ニーズ把握の促進 ４９　情報共有と市民ニーズ把握の促進

市民サービスに係る費用負担の見える化 継続 市民サービスに係る費用負担の見える化

ホームページの標準化 完了予定

市民ニーズを把握するための新たな手法の導入 完了

新 オープンデータの推進

４　市役所のスリム化と組織力の向上に向けて ４　市役所のスリム化と組織力の向上に向けて

職員体制，給与等の見直し ４３　職員体制の見直し

職員の適正配置の推進 継続

再任用制度の活用 継続

臨時，嘱託職員の全庁的な配置の見直し 継続

４４　給与，諸手当等の見直し

給与制度の見直し 継続
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各種委員報酬の見直しの検討 完了

時間外勤務の管理の適正化 継続

組織の見直し ４５　組織の見直し 組織の見直し ５０　組織の見直し

組織の見直し 継続 組織の見直し

組織力の向上 ４６　人事評価システムの充実 組織力の向上 ５１　人事評価システムの充実

評価システムの運用方法の検討と実施範囲拡大 継続 評価システムの運用方法の検討と実施範囲拡大

４７　人材の育成 ５２　人材の育成

職員研修の見直し 継続 職員研修の見直し

専門職の育成及び任用 継続 専門職の育成及び任用

５３　公正，公平な行政運営の推進

新 内部統制機能の在り方の見直し

変 地域分権改革に対応した適切な体制づくり 内容変更

新 社会情勢を踏まえた公正，公平な行政手続の推進

完了 １６件

三訂版全部の取組 １２１

完了予定 ６件

その他 １件

継続 ９８件

継続 ８１件

変更 １０件

統合 ７件

新規 ４０件

新プログラム全部の取組 １３１件

削除


